
議案第２７号 

 

   請負契約の締結について 

 

学校給食センター化事業（仮称）北部学校給食センター新築工事（電気）の請負

契約を締結することについて、次のとおり提案する。 

 

  平成２８年６月２３日提出 

 

東広島市教育委員会 

教育長職務代理者  渡  部  和  彦 

 

１ 提案理由 

 学校給食センター化事業（仮称）北部学校給食センター新築工事（電気）の請

負契約を締結するに当たり、その予定価格が１億５,０００万円以上であるた

め、議会の議決を求めるものである。 

 

２ 根拠条例 

  議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和４９年

東広島市条例第１２５号） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定に

より議会の議決に付さなければならない契約は、予定価格１億５,０００万円

以上の工事又は製造の請負とする。 
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   請負契約の締結について 

 

１ 契約の目的 

  学校給食センター化事業（仮称）北部学校給食センター新築工事（電気） 

２ 契約の方法 

  条件付一般競争入札 

３ 契約金額 

  １億８,９３１万３,２００円 

４ 契約の相手方 

  広島市中区舟入南四丁目１７番２０号 

  大和電気工事株式会社 広島営業所 

  所長 松 浦 利 昭 
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議案第２８号 

 

   請負契約の締結について 

 

学校給食センター化事業（仮称）北部学校給食センター新築工事（機械）の請負

契約を締結することについて、次のとおり提案する。 

 

  平成２８年６月２３日提出 

 

東広島市教育委員会 

教育長職務代理者  渡  部  和  彦 

 

１ 提案理由 

 学校給食センター化事業（仮称）北部学校給食センター新築工事（機械）の請

負契約を締結するに当たり、その予定価格が１億５,０００万円以上であるた

め、議会の議決を求めるものである。 

 

２ 根拠条例 

  議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和４９年

東広島市条例第１２５号） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定に

より議会の議決に付さなければならない契約は、予定価格１億５,０００万円

以上の工事又は製造の請負とする。 
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   請負契約の締結について 

 

１ 契約の目的 

  学校給食センター化事業（仮称）北部学校給食センター新築工事（機械） 

２ 契約の方法 

  条件付一般競争入札 

３ 契約金額 

  ４億４,２８０万円 

４ 契約の相手方 

  中電工・いのもと産業特定建設工事共同企業体 

  代表者 東広島市西条中央三丁目６番１２号 

      株式会社中電工 広島中部支社 

      執行役員支社長 加 藤 勝 文 

  構成員 東広島市西条中央三丁目８番１１号 

      いのもと産業株式会社 

      代表取締役 伊 野 本 洋 祐 
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議案第２９号 

 

   平成２９年度使用小中学校特別支援学級教科用図書採択に係る基本 

方針について 

   

 平成２９年度使用小中学校特別支援学級教科用図書採択に係る基本方針を定める

ことについて、次のとおり提案する。 

 

平成２８年６月２３日提出 

 

東広島市教育委員会 

教育長職務代理者  渡  部  和  彦 

 

１ 提案理由 

  平成２９年度に小中学校の特別支援学級で使用する教科用図書の採択に係る基

本方針を定めるため、この議案を提出するものである。 

 

２ 基本方針案 

  別紙のとおり。 

 

３ 根拠法令 

  学校教育法（昭和２２年法律第２６号） 

第３４条 小学校においては、文部科学大臣の検定を経た教科用図書又は文部科

学省が著作の名義を有する教科用図書を使用しなければならない。 

第４９条 第３０条第２項、第３１条、第３４条、第３５条及び第３７条から第

４４条までの規定は、中学校に準用する。－略－ 

附則第９条 高等学校、中等教育学校の後期課程及び特別支援学校並びに特別支

援学級においては、当分の間、第３４条第１項（第４９条、第６２条、第７０

条第１項及び第８２条において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、

文部科学大臣の定めるところにより、第３４条第１項に規定する教科用図書以

外の教科用図書を使用することができる。 
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平成２９年度使用小中学校特別支援学級教科用図書採択に係る基本方針 

 

   平成２９年度に東広島市立小・中学校の特別支援学級で使用する教科用図書の

うち、学校教育法附則第９条の規定による図書に係る採択の基本方針を、広島県

教育委員会の採択基本方針に準じて定めるものである。 

 

平成２８年６月  日 

東広島市教育委員会 

 

１ 採択基本方針 

（１）採択の基本 

教科用図書は、学校教育において、教科の主たる教材として使用される重要な

ものであることを認識し、教育基本法や学校教育法の改正で明確に示された教育

の理念や目標及び学習指導要領に示された各教科の目標や内容等に則り、本市の

児童生徒の障害の状態及び発達段階に適合した教科用図書を採択する。 

その際、次の観点に基づいて、広島県教育委員会が作成する「選定資料」を活

用して十分な調査研究を行う。 

  ア 内容の特徴・程度 

イ 内容の構成・配列・分量 

ウ 内容の表現・表記 

エ 印刷・製本の状態  

 

（２）適正かつ公正な採択の確保 

ア 教科用図書発行者等による宣伝行為等に影響されることなく、採択権者の権

限と責任において、採択における適正、公正を期す。 

イ 特定の教科書発行者と関係を有する者が教科書採択に関与することがない

ようにすること。 

 

（３）開かれた採択の推進 

採択結果及び採択理由について、採択後、必要に応じて公開する。 

 

２ 方法、組織及び手続き 

広島県教育委員会の指導、助言又は援助を受け、次の方法、組織及び手続きによ

って、種目（教科用図書の教科ごとに分類された単位）ごとに採択を行う。 

（１）文部科学大臣の検定を経た下学年用教科用図書又は文部科学省著作教科用図書

の採択を十分考慮した上、小・中学校の特別支援学級で特別の教育課程を編成す

る場合に検定済教科用図書を使用することが適当でない場合には学校教育法附

則第９条の規定による教科用図書を採択する。 

ただし、学校教育法附則第９条の規定による教科用図書は、原則、文部科学省

の「平成２９年度用一般図書一覧」に登載された図書のうちから採択する。 

 

（２）各学校は、教科書選定会議等を設置し、教科用図書を種目ごとに選定するとと

もに、選定理由書を採択権者（東広島市教育委員会）に提出する。 

（案） 
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議案第３０号 

 

東広島市ボランティア活動・体験活動推進協議会設置要綱の廃止につ

いて 

 

東広島市ボランティア活動・体験活動推進協議会設置要綱を廃止する訓令を定め

ることについて、次のとおり提案する。 

 

  平成２８年６月２３日提出 

 

東広島市教育委員会 

教育長職務代理者  渡  部  和  彦 

 

１ 提案理由 

東広島市ボランティア活動・体験活動推進協議会を廃止するため、この議案を

提出するものである。 

 

２ 廃止案 

  別紙のとおり。 

 

３ 施行期日 

公表の日 

 

４ 根拠法令 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号） 

第２５条  

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事務は、教育長に委任することができ

ない。 

(2) 教育委員会規則その他教育委員会の定める規程の制定又は改廃に関するこ

と。 
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東広島市教育委員会訓令第  号 

 

 東広島市ボランティア活動・体験活動推進協議会設置要綱を廃止する訓令を次の

ように定める。 

 

  平成２８年  月  日 

 

東広島市教育委員会 

教育長職務代理者  渡  部  和  彦 

 

東広島市ボランティア活動・体験活動推進協議会設置要綱を廃止する 

訓令 

 

 東広島市ボランティア活動・体験活動推進協議会（平成１４年東広島市教育委員

会訓令第３号）は、廃止する。 

附 則 

 この訓令は、平成２８年  月  日から施行する。 
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議案第３１号 

 

東広島市ボランティア活動支援センター設置要綱の廃止について 

 

東広島市ボランティア活動支援センター設置要綱を廃止する訓令を定めることに

ついて、次のとおり提案する。 

 

  平成２８年６月２３日提出 

 

東広島市教育委員会 

教育長職務代理者  渡  部  和  彦 

 

１ 提案理由 

本市のボランティアの活動状況の変化により、新たに東広島市ボランティア活

動支援事業実施要綱を制定することに伴い、東広島市ボランティア活動支援セン

ター設置要綱を廃止するため、この議案を提出するものである。 

 

２ 廃止案 

  別紙のとおり。 

 

３ 施行期日 

公表の日 

 

４ 根拠法令 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号） 

第２５条  

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事務は、教育長に委任することができ

ない。 

(2) 教育委員会規則その他教育委員会の定める規程の制定又は改廃に関するこ

と。 

-9-



 

 

 

東広島市教育委員会訓令第  号 

 

 東広島市ボランティア活動支援センター設置要綱を廃止する訓令を次のように定

める。 

 

  平成２８年  月  日 

 

東広島市教育委員会 

教育長職務代理者  渡  部  和  彦 

 

東広島市ボランティア活動支援センター設置要綱を廃止する訓令 

 

 東広島市ボランティア活動支援センター設置要綱（平成１４年東広島市教育委員

会訓令第４号）は、廃止する。 

附 則 

 この訓令は、平成２８年  月  日から施行する。 
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議案第３２号 

 

東広島市ボランティア活動支援事業実施要綱の制定について 

 

東広島市ボランティア活動支援事業実施要綱を定めることについて、次のとおり

提案する。 

 

平成２８年６月２３日提出 

 

東広島市教育委員会 

教育長職務代理者  渡  部  和  彦 

 

１ 提案理由 

  市内のボランティア活動を支援することにより、ボランティア活動を総合的に

推進し、豊かなまちづくりの実現に寄与することを目的として、新たに東広島市

ボランティア活動支援事業実施要綱を定めるため、この議案を提出するものであ

る。 

 

２ 制定案 

  別紙のとおり。 

 

３ 施行期日 

公表の日 

  

４ 根拠法令 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号） 

 第２５条 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事務は、教育長に委任することができ

ない。 

（2）教育委員会規則その他教育委員会の定める規程の制定又は改廃に関するこ
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と。 
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東広島市教育委員会告示第   号 

 

 東広島市ボランティア活動支援事業実施要綱を次のように定める。 

 

  平成２８年  月  日 

 

東広島市教育委員会 

教育長職務代理者  渡  部  和  彦    

 

   東広島市ボランティア活動支援事業実施要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、市内のボランティア活動に対する支援の事業（以下「支援事

業」という。）を行うことにより、ボランティア活動を総合的に推進し、もって

豊かなまちづくりの実現に寄与することを目的とする。 

 （支援事業の内容） 

第２条 支援事業の内容は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) ボランティア活動の推進に関する事業の企画及び運営に関すること。 

 (2) ボランティア活動の相談及び支援に関すること。 

 (3) ボランティア活動の推進に関する情報の収集及び提供に関すること。 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、生涯学習部長が必要と認めること。 

 （ボランティア活動に関する相談窓口） 

第３条 東広島市教育委員会（以下「教育委員会」という。）に、ボランティア活

動に関する相談窓口（以下「相談窓口」という。）を設置する。 

２ 相談窓口は、東広島市ボランティア活動支援センターと称する。 

 （相談窓口の実施場所） 

第４条 相談窓口は、東広島市市民文化センター又は生涯学習部長が指定する場所

において実施するものとする。 

（相談窓口の開設日及び開設時間） 

第５条 相談窓口は、水曜日及び土曜日の午後１時から午後４時までの間、開設す
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るものとする。ただし、これらの日が東広島市の休日を定める条例（平成元年東

広島市条例第６号）第１条第１項第２号及び第３号に掲げる日に当たるときは、

開設しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、生涯学習部長が必要と認めるときは、同項の規定に

よる開設日及び開設時間を変更し、又は開設日において相談窓口を開設しないこ

とができる。 

 （ボランティアコーディネーター） 

第６条 教育委員会は、心身ともに健全であり、次の各号に掲げる要件のいずれか

に該当する者であって、第２条各号に掲げる事務（以下「相談支援事務」とい

う。）に従事することについて承諾したものを名簿に登録する。 

 (1) ３年以上のボランティア活動の経験があり、かつ、ボランティア活動に関す

る知識を有する者 

 (2) 前号に掲げるもののほか、生涯学習部長が必要と認める者 

２ 前項の規定により名簿に登録された者（以下「名簿登録者」という。）は、生

涯学習部長が指定した日において、１日につき３時間、相談支援事務に従事する

ものとする。 

３ 前項の規定による従事に対しては、報酬及び費用弁償は、支給しない。 

４ 名簿登録者の定数は、１５人以内とする。 

 （遵守事項） 

第７条 教育委員会は、前条第１項の規定による登録に際して、当該登録を受けよ

うとする者に対し、次に掲げる事項を遵守する旨の誓約をすることを求めなけれ

ばならない。 

 (1) 相談支援事務に関して知り得た秘密を他に漏らしてはならないこと。その職

務を退いた後も同様とする。 

 (2) 名簿登録者の信用を傷つけるような行為をしてはならないこと。 

 (3) 名簿登録者としての地位を他の目的に利用しないこと。 

 （委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、支援事業の実施について必要な事項は、生

涯学習部長が定める。 

   附 則 
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 この要綱は、平成２８年  月  日から施行する。 
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